
★ひとり暮らし等の高齢者等に、発作が起きたとき等に備え、緊急時の
連絡体制を確保するサービスです。対象者は65歳以上の在宅高齢者で、
心臓疾患、高血圧等の慢性疾患等のため、日常生活に注意を要する方。
①ひとり暮らし、②同居人が日中不在・重度の要介護者③同居人が65歳
以上で心臓疾患、高血圧等の慢性疾患等のため、日常生活に注意を要す
る方などが対象になります。サービス内容は、携帯型端末を使い、24時間
365日体制で緊急時の対応を行います。端末を携帯することにより外出
時の緊急時対応も行います。携帯型端末を通じて、各事業者の健康相談
が受けられます。※詳細は川崎市HPで。
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川島まさひろのホームページへアクセス！

電話：044-200-3361
FAX：044-245-4137

●ぜひ、一度アクセスしてください。
E-mail
kawashima@komei-kawasaki.com議　会

市民相談などお気軽に
声をかけてください。
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川島議員　これまで、議会質問を通し、入居申込
の一元化を求めてきました。新年度予算案で
示された「特別養護老人ホーム入居申込者管理
システム拡充」の内容は？
健康福祉局長　現在の特別養護老人ホームの
申込方法は各施設に直接申し込む必要があり、
申込者の負担となっている。
また、申込有効期間を設定して
いない為、申込者の現
状把握に課題がある
ことから申込み先の
一元化など早期実現
に取組む。（質疑要旨）

川島議員　２０２０年度から実施される新学習指導要
領には、「誰一人取り残さない」とのSDGｓの理念を
「広く未来を担う子どもたちの心に深く刻んでほしい
重要な考え方」として盛り込まれました。どのように
教育プラン第２期実施計画（案）に反映されたのか？
教育長　新学習指導要領には「自分のよさや可能性
を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在
として尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会
的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能
な社会の創り手となることができるようにすることが
求められる。」との記載がある。「確かな学力」をはじ
めとする、子どもたち一人ひとりの「生きる力」を
伸ばし、「持続可能な社会の創り手」として必要と
なる資質・能力の育成に努める。（質疑要旨）

◎SDGｓとは・・・2015年9月の国連サミットで採択された「持続可
能な開発のための2030アジェンダ」にて記載された2016年
から2030年までの国際目標です。地球上の誰一人として取り
残さない（leave no one behind）ことを誓っています。

SDGsの理念を
川崎の子どもたちに！

高齢者等
携帯型緊急通報
システム普及を！

通常学級・特別支援学級
個別支援の充実を！

川島まさひろ

特別養護老人ホーム
申込の一元化が実現！

川島議員　平成２８年第４回定例会で提案した、
健康ポイント制度の導入について、新年度の
具体的な取組みは？
健康福祉局長　市民の健康づくりのきかっけと
なることを目的とし、主体的な健康づくりの取組
みに対し、個人にインセンティブを提供する事業
として「（仮称）かわさき健康チャレンジ事業」
を平成３０年６月の事業開始に向け準備を始め
た。内容としては、各種がん検診、特定健診等の
受診や健康づくりに関する行政、民間が実施する
イベント参加等にインセンティブとして景品提供
を想定している。幅広い年代の方に参加していた
だけるよう周知・広報に努める。（質疑要旨）

健康ポイント事業実現！
かわさき健康チャレンジ
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健康習慣のきっかけに！
かわさき健康チャレンジ

　川島まさひろ議員は３月６日、予算審査特別委員会で質問を行い
①通学路への防犯カメラ設置　②特別養護老人ホーム申込み一元化
③健康ポイント事業　④特別支援教育サポートと教育活動サポーターの増員
⑤SDGｓの教育プランへの反映についての５点について質疑を行いました。

平成30年
第 1 回
定 例 会

《質疑に立つ川島議員》

《富山県の健康ポイント事業を調査する川島議員》

【問合わせ】☎中原区役所 高齢・障害課 高齢者支援係　044-744-3217
《有料サービス》

川島議員　「特別支援
教育サポート事業」
「教育活動サポーター
配置事業」それぞれの
派遣実績からみえる
近年の傾向性は？
教育次長　特別支援教育サポート事業は
学校からの申請に基づき計画的（年度当初に
計画）に配置し、今年度は１６８校、月平均３６
４名を配置。教育活動サポーター配置事業
は学校からの要請に随時対応（年度途中）し、
１０３校、２７７名配置している。
近年の傾向として、サポーターの業務は、
通常の学級に在籍する、学習や友人関係に
問題のある児童生徒に対して個別の支援を
行うことが増えていると認識している。全校
で選任化された児童支援コーディネーター
が核となり、一人ひとりの教育的ニーズに
応じた支援の実施に努めている。
川島議員　人材確保に課題。現場のニーズ
（年度途中）に対応できるよう人材確保（サポ
ーター数）について委託先だけではなく、
市も取り組むべき。
教育次長　今後も児童生徒の多様化・複雑化
する教育的ニーズに対応するため、学校教育
に理解のある人材（地域協力者・学生等）の
確保に努める。（質疑要旨）


